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１．自治体の基本情報
基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題
1 学校部活動加入率については、令和５年までの６年間で、3.5％減少。（Ｒ５ 市調査）
→ 今後も減少傾向にあると考えられる。

2 地域スポーツクラブ等加入生徒数については、令和５年までの６年間で、８５人増加。（Ｒ５ 市調査）
→ 生徒・保護者等のスポーツ・文化芸術活動への多様なニーズに対して、学校部活動のみでは対応が
できない状況になっている。

３ 部活動顧問の活動経験の有無については、「初めて担当する部であり、これまでの活動経験がない。」という教員が
部活動顧問をしている割合は、全体の１／３を占めている。（Ｒ４ 市調査）
→ これらの教員にとっては、部活動指導がとても大きな負担となっている。

４ 部活動顧問の負担感については、「どのくらいだと思うか。」の問いに、「とても大きい」「大きい」と答えた顧問の割合
は、 約７割（６９.８％）にのぼる。（Ｒ４ 市調査）

※「負担に感じること」の要因（回答の多い順） →

５ 総合型地域スポーツクラブについては、市内に４つ存在するが、受け皿として可能な団体は現在２つのみ。
→ 地域格差があるとともに、２団体に所属している指導者が多種目にわたり十分にいるわけではなく、指導可能
種目に偏りがある。

161部活部活動数154491人人口

設置済市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

13校公立中学校数

策定に向けて準備中
（令和６年３月策定予定）

市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

3823人公立中学校生徒数

令和５年度平成３０年度
６０５人５２０人

とても大きい
37%

大きい 32%

やや大きい
19%

大きいとは思わない
12%① 時間的拘束が長い

② 慣れない部活動の指導
③ 保護者の期待

令和５年度平成３０年度
８6．4％８９．９％
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２．実証内容と成果
運営体制・役割
▼運営体制図（市区町村における推進体制図）

▼行政組織内での役割分担

教育委員会（教育総務課）
・実証事業全体の推進
・連携体制整備
・各関係機関の連絡・調整
・検討会議の運営

市長部局（スポーツ課）
・スポーツ協会との連携
（人材の発掘）
・スポーツ団体活動への支援
・人材バンクの構築
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２．実証内容と成果

年間の事業スケジュール

事 業 ス ケ ジ ュ ー ル時期

・実証事業の準備 ・保護者説明会（学校主導）４月

・モデル校及びモデル団体との連絡調整５月

・第１回検討会議の開催（実証事業の内容検討・確認、市基本方針:骨子案の内容検討） ・モデル校及びモデル団体との連絡調整６月

・モデル校及びモデル団体との連絡調整 ・広報チラシ①の発行（本市の目指す方向性や事業内容）
・顧問・指導者合同研修会

７月

・モデル校保護者対象事前説明会 ・事前準備：顧問と地域指導者の指導方針・指導方法等のすり合わせ
・モデル校及びモデル団体との連絡調整

８月

〇モデル事業開始：２中学校・４部活における地域クラブ活動９月

・第２回検討会議の開催（事業の中間検証・改善、次年度の事業の方向性について 等）10月

・校長会中学校部会への進捗状況報告及び次年度意向調査11月

・第３回検討会議の開催（事業の検証・改善、市基本方針案の内容検討 等）
・広報チラシ②の発行（モデル事業の経過報告について 等：市内全教職員・関係保護者対象）

12月

・モデル校・モデル団体・保護者・生徒へのアンケート調査実施
・第４回検討会議の開催（事業成果報告、来年度に向けた検討課題、市基本方針案の内容確認）

１月

・事業完了報告書・成果報告書等の作成・提出２月

・市基本方針の策定 ・広報チラシ③の発行（市基本方針の概要、次年度の取組 等）３月
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の運営実績

・吹上中学校：女子ハンドボール,女子卓球＝２部活
・大平中学校：陸上競技,女子バドミントン＝２部活

地域クラブ活動に取り組んだ種目２校拠点校数

４部活地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

栃木市立吹上中学校拠点校名

２部活地域クラブ活動に移行
した部活動数

女子ハンドボール,女子卓球地域クラブ活動で実施
した種目

栃木市運営主体名

市区町村運営型（競技団体連携型）運営類型

女子ハンドボール：月２～３回程度
女子卓球：月４回程度

１か月あたりの平均的な
活動回数

総合型地域スポーツクラブ所属の指導者指導者の主な属性

学校施設活動場所

自転車,または徒歩主な移動手段

女子ハンドボール：会費なし
女子卓球：会費なし

１人あたりの参加会費等
（年額）

スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：
70歳未満 1,850円/年
70歳以上 1,200円/年

１人あたりの保険料

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例



6

２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

クラブコーディネーターによる関係団体・機関との連絡調整の体制整備に関する取組
・本市が運営事務局となり、運営体制が整備されている２つの総合型地域スポーツクラブと連携することで、質の高い指導者を獲得するととも
に、学校と総合型地域ＳＣが連絡調整を行うことで、地域クラブ活動に適切な指導者を派遣した。
・実施主体となる２つの総合型地域ＳＣに、クラブコーディネーターを配置し、運営事務局と実施主体、学校と実施主体、部活動顧問と指導
者との連絡調整や生徒・保護者との関わり（連絡等）において対応する業務を行った。

取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

・総合型地域ＳＣ所属の職員がコーディネーターを担うことで、運営事務局と実施主体、学校と実施主体、部活動顧問と指導者との連絡
調整や生徒・保護者との連絡体制の整備が円滑に行われた。

特に
工夫した
事項

・現存している２つの総合型地域ＳＣをさらに拡充し、多種目の指導に対応できる組織の充実を図ることが重要である。そのためには、関係機
関団体・各種競技団体との密な連携を図り、指導者の紹介・推薦の依頼をしていく。
・地域と連携し、本事業への理解を地域へ促すとともに、公募により地域人材の発掘に努める。
・総合型地域ＳＣを中心に、スポーツ協会や各種競技団体等とのネットワークを構築し、情報の共有や指導者の確保などを推進していく。

今後の
課題と
対応方針

・地域との関わりが強く、多様なニーズに対応できる総合型地域ＳＣを受け皿としたことは、実証事業の円滑な推進の大きな原動力になった。
複数種目に、質の高い指導者を派遣できたことは非常によかった。
・総合型地域ＳＣ所属の職員がコーディネーターを担うことで、特に、部活動顧問と指導者との連絡調整が円滑に行われた。また、メールやＨ
Ｐを活用した保護者との連絡体制の整備が確立された。
・２つの総合型地域ＳＣが、関係機関・団体や各種競技団体等とつながりをもったことで、人材を確保する体制整備とともに、クラブの拡充に
つながった。
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２．実証内容と成果
取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

平日と休日の一貫した指導の取組
・地域クラブ活動開始前の１か月程度を移行期間とし、部活動顧問と地域指導者との打合せの機会を数回設け、指導方針や指導方法、生
徒理解に関する内容を共有した。また、活動開始後も、定期的に指導方針の確認や活動状況等を共有する時間を確保した。
・平日と休日の練習内容を共有する際に、民間のシステム（LINE WORKS）を活用した。
・研修会において、緊急時対応マニュアルを作成・活用した。

取組事項

・活動開始前に、指導者同士の指導方針等のすり合わせや指導者と生徒がふれあう時間を確保したことで、円滑に活動を開始することができ、
生徒の安心感にもつながった。また、定期的なすり合わせの機会を確保することで、年度を通して一貫性のある指導が実践できたと感じる。
（アンケート結果参照。顧問と指導者の連携について、「十分図られている・まあ図られている」の回答者が、９名中７名：７８％）
・民間のシステム（LINE WORKS）を活用したことで、効率的に練習内容等の共有が図られた。
・研修会において、緊急時対応マニュアルを作成し、万一の救急対応について、共通理解が図ら
れた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保証・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

・指導者同士での指導方針等のすり合わせを定期的に行うことで、指導者同士の安心感にもつながった。
・指導内容の共有のために紙ベースでの指導日誌のやり取りを行っていたが、効率化を図るため、民間の
システム（LINE WORKS）の「ノート機能」（右画像参照）を活用し、スマートフォンを通して、速やか
にやり取りができる方策を実践した。また、練習日程表や緊急連絡等のやり取りも円滑に行うことができた。

特に
工夫した
事項

・アプリ等のICTの活用については、操作に抵抗を感じる指導者もいるので、研修会を設けることや紙ベース
で効率化を図る方策も検討する。
・安全面を担保するため、専門家を講師としたAEDの適切な使用等のより実践的な研修を実施したい。また、技術面や生徒指導面に関する研
修会の開催を検討したい。技術面では、優れた専門性や資質能力を有する指導者を中心に、実地研修等後継者育成も視野に入れた研修
会、生徒指導面では、体罰防止やいじめ対応、メンタルヘルスや適切なコミュニケーションに関する内容等が考えられる。
・教員の兼職兼業について、規程の整理を行うとともに教員への理解促進を図り、運用を進めていく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

事業実践の取組内容 報告資料

〇構成員…校長会代表（４名）、PTA代表（中学校PTA会長等２名）
スポーツ団体（実施主体、スポーツ協会副会長等５名）、行政代表（２名） 計１３名

〇検討内容 ・実証事業の実施方針及び具体的取組内容の決定
・実証事業の実践の共有と検証・改善
・栃木市「部活動の地域移行」基本方針の策定（内容検討 等）

【栃木市運動部活動の地域移行検討会議】
栃木市「部活動の地域移行」基本方針
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【保護者・地域向け広報啓発資料】

〇部活動の地域移行だより
・２回発行（７・１２月）※第３号は、３月発行予定
・学校を介して小学４年～中学２年保護者へ配付
・図書館や公民館等公共施設での設置、市HP公開
・内容：第１号…本市における部活動の地域移行推進の説明 等

第２号…実証事業の取組紹介 等
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【アンケート調査結果（１月実施）：生徒・保護者】
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２．実証内容と成果
参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【アンケート調査結果（１月実施）：対象部活動顧問・地域指導者】



12

２．実証内容と成果
参考資料（活動写真）

【学校・地域スポーツクラブ関係者合同研修会】 【保護者説明会】

〇確認事項等
・実証事業内容確認
・指導方針確認
・一貫した指導について（指導日誌の円滑な共有方法、連絡手段）
・学校施設使用時について（開錠・施錠方法、鍵の管理）

〇検討内容・課題等
・緊急時の対応（対応マニュアルの作成）
・保護者との連絡手段の整理
・大会・練習試合の引率について

〇実証事業の内容説明
〇スポーツクラブの指導方針について
〇質疑応答
・スポーツクラブとの連絡手段について
・大会・練習試合の引率について
・事業における今後の方向性について
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２．実証内容と成果
参考資料（活動写真）

【地域クラブ活動の様子①・女子卓球】 【地域クラブ活動の様子②・女子ハンドボール】

【【地域クラブ活動の様子③・陸上競技】 【【地域クラブ活動の様子④・女子バドミントン】
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２．実証内容と成果
地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

タスクフォースの設置
検討開始

検討会議の設置

検討開始

受け皿団体や指導
者の選定、実証事
業実施校の選定

学校現場との調整

生徒・保護者への説
明

地域クラブ活動の

開始

地域クラブ活動の

拡充

・地域移行に対する市とし
ての考え方を整理するた
めに、市・市教育委員会
事務局関係課の担当者
間での協議をタスクフォー
スにおいて進めた。
・校長及び部活動主任
対象の実態把握を行うた
め、アンケート調査を実施
したことで、地域移行にお
ける課題が明らかになった。
・課題：受け皿となるス
ポーツ団体の拡充や人材
確保、学校とスポーツ団
体の連携による指導の一
貫性、生徒・保護者の理
解、市としての体制整備
・検討会議の構成員の検
討を行った。

令和４年度 令和５年度 令和６年度以降

・受け皿団体や指導
者の選定については、
市内４つの総合型地
域スポーツクラブに事
前訪問し、地域移行
の概要説明で理解促
進を図り、地域移行
の受入と指導者確保
の可否を相談した。可
能な２クラブに受け皿
と指導者確保をお願
いした。
・実証事業実施校の
選定については、受け
皿団体の地域にある
中学校に理解を求め、
移行可能な部活動と
指導者のマッチングを
行った。

・新チームになる９月から事業を開始した。
・２校４部活の休日の地域クラブ活動に、実施
団体所属の地域指導者を派遣した。
・専門性の高い指導者により、生徒の技術向上
につながった。
・指導方針の確認や活動状況の共有等定期的
なすり合わせを適切に行った活動は、平日と休日
の一貫した指導体制とともに、生徒・保護者との
信頼関係の構築につながったが、活動によって格
差が生じた。
・活動によっては、指導者の生徒理解にも課題が
生じたので、次年度は、研修会を設けたい。
・市としての方向性と推進の具体的な取組等を
示す基本方針を策定した。（R６.３月）
令和６年度
・７校１１部活に拡充する。
令和７年度以降
・１３校２６部活の地域移行に拡充するととも
に、参加対象生徒を学校の生徒から地域の生徒
に広げ、生徒の多様なニーズに対応していく。

・本会議の構成員：校
長会代表、スポーツ団
体代表、保護者代表、
市職員代表
・実証事業実施に向け
た検討とともに、本市と
しての部活動の地域移
行の推進に関して、方
針や計画、具体的な取
組内容等を検討した。

・新１年生が部活動を選択
する時期を迎える前に、学校
側が生徒に対して地域移行
の説明を行った。また、保護
者会においても、地域移行の
理解を求める説明を行った。
・市及び受入団体による保
護者説明会も開催し、地域
移行の趣旨や活動内容等を
説明した。団体・指導者との
連絡手段と練習試合・大会
等の対応について質問を受け
たので、丁寧に返答した。
・事前に、顧問と指導者との
打合せを数回実施し、指導
方針や指導内容等のすり合
わせを行うとともに、部活動に
指導者が加わって指導したこ
とで、一貫した指導体制の構
築と生徒の安心感につなげた。
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３．今後の方向性
地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ


